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１．研究の概要 

本研究は、都市再生施策の重点領域である「地方都市の中心市街地」及び「木造密集市

街地」について、その整備を促進するための新たな手法を開発するとともに、都市構造の

面からも既成市街地再生プロジェクト等の施策の効果を計測・評価する手法を検討するも

のである。その結果、以下の成果が得られた。 
①中心市街地の再整備のための新たな空間整備手法として、段階的、漸進的な整備を可能

とする「アーバンスケルトン方式」の提案を行った。二段階型建築確認の考え方・仕組み、

賃借権方式によるスケルトン賃貸を円滑に進めるためにインフィル融資にかかる制度及び

人工地盤型事業にかかる所有、管理等の枠組み、事業方式等について提案としてまとめた。 

②木造密集市街地の効果的な整備促進に向け、市街地整備を前提に高齢地権者の不動産

を建て替え資金等の住宅改善資金や生活資金に転換する「密集住宅市街地整備型リバー

ス・モーゲージ・システム」を提案し、融資可能額の試算および居住者アンケート調査

を行うことにより、システムの導入可能性を検討した。 

③都市構造の評価については、都市のコンパクト性を把握する指標を開発するとともに、

都市のコンパクト性と都市の管理・運営コストとの関連について検討した。また、都市構

造再編のための事業評価を行う際に利用できる都市構造データベースの概念モデルを提案

した。 
 

２．研究の背景 
わが国の都市を取り巻く環境は、人口集中の鈍化・高齢化の進展・産業構造の転換等様々

な面で大きく変化している。多くの都市で市街地の外延化とあいまった中心市街地の衰退

が進行するとともに、２０世紀の負の遺産といわれる防災上問題のある密集市街地が残さ

れており、2002 年７月に閣議決定された「都市再生基本方針」でも、都市の外延化を抑制

し、求心力のあるコンパクトな都市構造に転換を図ることや、地震に危険な市街地の存在

などを緊急に解消することが重要な課題として示されている。しかしながら、民間需要の

停滞、地方公共団体の投資余力の減少、居住者（地権者）の高齢化等が既成市街地の再生

プロジェクトの推進を困難なものとしている。これらの問題の解決を促進するための方法

について検討する必要がある。 
 

３．研究の成果目標 
（１）アーバンスケルトン方式を用いた中心市街地の再整備手法の開発 

都市の建築物、構造物を「長期耐用的基盤(アーバンスケルトン)」と需要に応じて

部分的、段階的に整備、変更、増減できる「二次構造物(インフィル)」に分けて捉え

る方式（これを「アーバンスケルトン（ＵＳ）方式」と呼ぶ。スケルトン・インフィ

ル分離型の住宅を元に、多様な建築用途に応え一般化した SI 建築型及び公共空間等

と複合化した人工地盤と人工地盤上に建設される建築物群からなる人工地盤型を包含

する）を用いて行う段階的、漸進的で、社会経済状況の変化に柔軟に対応出来る市街

地再整備手法の構築に向けた建築関連制度、不動産の所有・管理・ファイナンスシス

テム等における現状の課題の解明及び課題解決のための方策の提示を目的とする。 
このため、本課題では、次の３項目について提案等を整理することを具体的目標と

1



する。 
①アーバンスケルトンから分離した二次構造物（インフィル）の整備・流通方法 
②アーバンスケルトンと二次構造物（インフィル）を分離した整備を可能とする

建築確認・検査制度の仕組み 
③アーバンスケルトン及び二次構造物（インフィル）に係る所有・利用・管理方

法 
 
（２）リバース・モーゲージを活用した木造密集市街地の整備手法の開発 

木造密集市街地には、狭いながらも土地資産を保有しているが、生活資金の確保と

現状維持が精一杯で建て替え資金までは準備できないという高齢者世帯が多数存在し

ており、市街地整備のネックになっている。「密集住宅市街地整備型リバース・モーゲー

ジ・システム」（以下、「市街地整備型ＲＭＳ」）は、リバース・モーゲージ（以下、「Ｒ

Ｍ」）と市街地整備をリンクさせ、市街地整備を前提に高齢者の土地資産を建て替え資

金等に転換することにより、木造密集市街地の整備促進に資することを目的とする仕

組みである。本研究では、次の２項目を成果目標とする。 
①市街地整備型ＲＭＳのモデル構築（「保険適用型」と「保険非適用型」の２パター

ンの開発と融資可能額の試算） 
②市街地整備型ＲＭＳの潜在的需要の把握 

 
（３）都市構造の評価 

人口減少期において、中心市街地の空洞化による都市の衰退が危惧され、様々な対

策が検討されている。その中で、コンパクトシティというキーワードがとりあげられ

る事が多いが、その指し示すものが必ずしも明らかになっていない。そこで、まずコ

ンパクトシティの概念について整理し、持続可能な都市整備手法に求められる要素を

提案する。 
また、定性的に中心市街地の空洞化が議論される一方で、中心市街地の都市構造の

変化を把握するための定量的な議論がなされていないことから、都市構造の現状を把

握し、中心市街地の衰退を定量的に捉えるための手法を開発することを目標とする。 
また、市街地の再生・再編事業の費用便益分析を行う際に、様々な評価主体による

評価に利用可能なエリア評価データベースを提案する。 
なお、これらの提案に当たっては、上記（１）、（２）に係る評価を視野に入れて行

うものとする。 
 
４．研究の成果の活用方針 
 上記のアウトプットを活用することにより、中心市街地再生や木造密集市街地の整備を

推進する都市再生施策に対する支援を目標とする。具体的には、以下のとおりである。 
（１）アーバンスケルトン方式を用いた中心市街地の再整備手法の開発 

成果目標①の二次構造物を分離した整備・流通というコンセプトは、所有者以外に

よる建物整備に道を開き、コンバージョンやサブリース事業への事業者の参入を容易

にして、既存ストックや空きビルの活用・再生に寄与する。また、居住者自らが資金
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を負担して内装を改修することを可能とし、陳腐化が進行している公的賃貸住宅・民

間アパート等の再生に寄与する。 

成果目標②の建築確認・検査制度の仕組みは、居住者やテナントのニーズに対応し

た内装の整備・変更を可能とし、ニーズに即した既存ストックの活用に寄与するとと

もに、仮の内装を整備する手間や無駄を回避してコストと廃棄物を低減し、サステイ

ナブルな都市建築の実現に寄与する。また、人工地盤型の開発による市街地の有効利

用にも寄与する。 

成果目標③の所有・利用・管理方法の構築は、基盤部分と二次構造物の建設主体、

整備時期、更新時期、所有者・管理者・投資者・居住者(利用者)等を分離することを

可能とし、需要に応じた段階的開発や公・民の連携した投資などの多様な再開発手法

として寄与する。基盤は長期的に使用できる構造として道路等の公共空間との複合化

が容易となり、密集市街地等における道路整備及び都市の高度利用に寄与する。 

これらの一連の研究開発によって、再開発や既存の住宅・建物の再生による、居住

機能を中心とした市街地の再整備に寄与する。 
 

（２）リバース・モーゲージを活用した木造密集市街地の整備手法の開発 
木造密集市街地整備においてＲＭを活用することは、建て替え資金が工面不可能な

零細高齢地権者の住宅改善意欲を高め、木造密集市街地整備を円滑化し、防災性、住

環境、居住性を向上促進することに寄与する。また、高齢地権者の保有する零細不良

土地資産が良資産となって流動化することに寄与する。 
本研究では、市街地整備型ＲＭＳの概念、関係主体の連携のあり方、融資可能額の

算出方法、密集市街地居住者のＲＭ活用ニーズ等の検討結果を整理し、将来的な、①

地方公共団体等の市街地整備主体に対する木造密集市街地整備におけるＲＭ活用指針

の作成、②公的住宅融資制度の拡充、③保険制度の確立、に向けた基礎的資料の提供

を目標とする。 
 
（３）都市構造の評価 

都市構造を定量的に把握するための手法を開発することにより、国が定める都市計 
画運用指針の拡充のための基礎的資料として寄与する。都市計画運用指針は、平成 
１２年にはじめて策定され、その後順次拡充が図られているが、本研究の成果は、現 
在未策定の都市計画基礎調査に係る運用指針等の検討に寄与する。 
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５ 研究内容 
５．１ アーバンスケルトン方式を用いた中心市街地の再整備手法の開発 
５．１．１ スケルトン・インフィル分離による新たな住宅供給・ストック活用方策の検

討 

 成果目標「アーバンスケルトンから分離した二次構造物の整備・流通方法」に関し、Ｓ

Ｉ建築を対象に、スケルトンとインフィルの所有を分離し、住宅を利用する居住者自らイ

ンフィルの整備を行う方策を検討する。 

（１）建物の管理者と利用者の役割分担を導入した建物改修・運営方法の現状調査 

 賃貸住宅の維持・管理等における建物所有者（管理者）と居住者の役割分担の可能性を

探るという観点から、居住者による住戸改修・内装整備に関する現状調査を実施した。こ

の先駆的事例として、神奈川県住宅供給公社の「手づくりリフォーム」、住宅・都市整備公

団（現 都市再生機構）の「フリープラン賃貸住宅」が確認でき、制度の詳細、内装改修・

整備の実態、居住者・管理者等の関係主体の意識、課題等を把握した。 
「手づくりリフォーム」では、賃貸借契約上は一般賃貸と同様に退去時の現状復帰義務

を課しながら、実行上はリフォーム部分の所有放棄と引き換えに現状復帰を免除する対応

を取っている。工事費用に関しては、公社が信販会社と提携して300万円までは無担保の

ローンを用意し、リフォーム住戸の約６割で利用実績が確認された。ローンは費用の一部

利用が過半であり、その他は自己資金である。「フリープラン賃貸住宅」では、退去時は後

住者への内装譲渡が基本であるが、譲渡不成立の場合は公団（機構）が買い取る仕組みに

なっている。これは旧借地法・借家法時代の「造作買取請求権」が強行規定であったこと

に由来する。近年では、内装劣化や経済変動の影響等から譲渡が成立しにくく、公団（機

構）による買い取り事例が多く、これが管理側の負担と認識されている。 
以上のように、現状調査を通じて、建物所有者・居住者の役割分担による賃貸住宅管理

に向けた主な課題として、内装改修・整備の資金調達、賃貸借契約上の退去時の内装取り

扱い等を把握し整理した。 
（２）賃借権方式によるスケルトン賃貸の仕組みの提案 

 事例調査等を踏まえ、現状の一般賃貸と区分所有（持家）の中間的な費用負担と居住者

ニーズの反映を目指した方式（居住者による内装整備を導入した賃貸方式）の検討を実施

した。こうした方式の導入により、賃貸住宅の実効的な建物水準の維持、向上、新たな価

値の付与を図ることを目的とする。 
現状の実施事例も含めた整理を図-5.1.1 に示す。現状、居住者による内装整備はタイプ

１・２で試行されているが、タイプ１では内装の譲渡が不可、タイプ２では内装は譲渡で

きるがこれを担保に融資を受けられないのが課題である。 
こうした課題解決の方策として、

建物賃借権をいわゆる「住戸の利

用権」として物権的に扱うことが

考えられる。ここでいう物権的と

は「建物賃借権を担保に融資が受

けられること」「建物賃借権を自由

に売買できること」の２点を意味 図-5.1.1 居住者による内装整備の方式 

タイプ１ タイプ２ タイプ３

一般の
賃貸契約

分譲
マンション

居住者は内装
には手を入れ
られない
入れても原状
回復が義務

新しい賃貸契約
（内装放棄型）

新しい賃貸契約
（内装譲渡型）

スケルトン賃貸
（賃借権方式）

居住者が所有
権を持ち、内
装は居住者の
自由に出来る退居時に内装は放棄

建物所有者のものに

退居時に次の居住者へ

内装を譲渡可

賃借権を得た居住者が資
金を調達して内装を整備
退去時には賃借権とともに
内装を譲渡

建物所有者は居住者が整備可能な範囲を示し、
居住者はその範囲内で自己資金で内装を整備

事
例

公社手づくりリフォーム
メニューから選んで

自己資金でリフォーム

公団フリープラン賃貸
自己資金で整備した内装を

譲渡することが可能

新たな選択肢
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する。これを実現する具体的方法として、建物賃借権を登記して売買の対象とし、内装（イ

ンフィル）は賃借権に付随する財として実質的に売買される仕組み（「賃借権方式」と呼ぶ）

を提案した。仕組みの骨子は次の通りであり、この考えに基づく具体的な契約事項を契約

書例としてとりまとめた。 
① 区分所有建物の全ての専有部分を一人（地主や公的組織）が所有するとして登記し

た上で、各住戸に（長期・定期）賃借権を設定して登記する。賃貸借契約は、定期

借家権によるスケルトン賃貸とし、賃借権の譲渡及び転貸を認める。 
② インフィル整備のための融資を受ける賃借権者と金融機関が仮登記担保契約を締

結し、賃借権に対して担保仮登記を行う。賃借権者の破産時には、金融機関が賃借

権（インフィルを含む）を取得し処分できるようにする。 
③ 賃借権者の組合を設立し、生活ルールや建物維持管理等に関する組合規約を締結す

る。建物所有者が建物を維持管理するのを原則とするが、管理が停滞した時は、賃

料のうち維持管理費相当分を留保し、賃借権者が維持管理を代行する。 
（３）賃借権方式に対応したファイナンスシステムの提案 

居住者への内装融資の担保として、上記②の通り賃借権への担保仮登記を行う仕組みを

提案した。この方式の場合、債務不履行（返済不能）時には銀行等が賃借権者となるため、

債権の回収は賃貸事業（転貸）による家賃回収か、賃借権の売却によることとなり、現在

の金融慣行からみると例外的な方法とな

る（通常は抵当権の実行によって競売に

付して債権回収）。そのため、本方式に対

応した融資保証の仕組みを検討、整理し

た。具体には、債権回収のため、金融機

関（銀行等）が賃借権を直接または仲介

業者を介して次の居住者に売却または転

貸する、あるいは賃貸事業を行う２次事

業者（デベロッパー等）に売却する方法

の提案を行った。 
 
５．１．２ 都市建築物の部分的・段階的整備に向けた確認・検査方式の検討 

 成果目標「アーバンスケルトンと二次構造物を分離した整備を可能とする建築確認・検

査等の仕組みの整理」に関し、基礎的な場合であるＳＩ建築に関して合理的な確認等の仕

組みを検討・提案した上で、これを応用する形で人工地盤型に関する仕組みを検討する。 

（１）現行の確認・検査システムにおける課題等の調査 

近年では、テナントビルやＳＩ住宅等においてテナント・入居者のニーズに対応した内

装等の設計が一般化し、建物の設計、施工、使用開始を部分的・段階的に行う必要性が高

まっている。こうしたニーズに基づいた建築プロセスに対する現行の建築確認・検査等の

システムでの対応と課題について調査、整理を行った。現行制度において指摘されている

主な課題は以下のように整理された。 

○ 設計の二度手間につながる 
・建築確認を行うための設計（標準内装）とニーズ対応の設計が二重になり、手間の

家主 

(ｽｹﾙﾄﾝ所有者)
居住者 銀行等

保証機関 

債務 

不履行 

賃借権

移転

代位

弁済 

仲介業者 

直接

次居住者 

賃借権の売却 

または転貸 

（保証機関が  
宅建業者の  
場合）  

① 

② ③

④
デベ 

ロッパー

賃借権

の売却

④ 

転貸

図-5.1.2 債務不履行時の賃借権移動の仕組み
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増大、コストアップになっている。 
・設計を変更すると建築確認の変更（計画変更）が生じ、チェックも二重になる。 

○ 工事の無駄・余計な廃棄物の発生につながる 
・検査済証をとるための標準内装はテナント決定後に壊して造り替えられるため、未

使用内装が廃棄されるとともに、無駄な投資・負担を生んでいる。 
・内装完成部分から使用を開始するため「仮使用承認制度」があるが、手間がかかる

等、制度として使いにくい。 
 また、超高層ビルの歴史が長く、建物の構造躯体（ベースビル）と内装（インテリア）

の設計が職能的に分かれて確立するなど、テナントニーズに対応した設計、改修、建物ス

トックの使い回しが頻繁に行われている米国・ニューヨーク市における建築制度・手続に

関して、先進事例としての調査、情報収集を行った。その結果、設計が確定した部分から

計画承認、着工を行い、テナントが確定、内装が完成した部分から順次、建物の使用を開

始する手続きが一般的に取られていること等を把握した。 
 

（２）新たな建築確認・検査方式のスキーム構築・提案 

現行制度上の課題を解決し、近年のテナントビル、ＳＩ住宅等における建築プロセスに

合理的に対応可能な建築確認・検査方式の検討を行った。 
 

１）現行制度の運用改善等で対応する方式 

上記（１）で指摘される課題に対し、現行の仕組みを基本とし、運用改善等で弾力的対

応を行う方式を検討、提案した。本方式は、範囲のある計画による建築確認で以後の計画

変更等の発生（設計、審査の二度手間）を低減し、民間機関による仮使用検査の代行によ

り建築主側からみた窓口の一元化、使い勝手の改善を図ることを意図している。こうした

建築確認、仮使用検査に向けて、整備する技術的要件等を以下に示す。 

①当初計画後の設計変更をあらかじめ想定し、

内装仕様、プラン等に幅を持たせた内容で建

築確認を行う（建築確認で許容する仕様ラン

ク、プランメニュー等を整理）。 

②裁量行為である仮使用承認を覊束行為である

建築確認と同様に扱えるように技術基準等を

整理する。 

 

２）ＳＩ分離の段階的確認・検査方式 

現行制度における建築確認・検査における建物の取り扱いは躯体・内装一体、棟単位が

原則となっているが、部分的・段階的な設計、施工、使用開始への合理的対応を目指し、

ＳＩ分離の発想を導入した段階的確認・検査の方式を検討し、そのスキーム提案を行った。

本方式は、建築確認において、躯体・共用設備等（スケルトン）と内装・専用設備等（イ

ンフィル）を分けて捉え、内装未決定の区画は内装設計が確定後順次内装の建築確認を追

加していき、検査はスケルトンと各インフィルの建築確認の内容ごとに実施することで、

設計・審査の二度手間の回避、部分的・段階的使用の円滑化による未使用廃棄物の発生抑

確認 計画  
変更  

計画  
変更  

仮使用  
承認  

完了

検査

仕様・プランに  
範囲を持たせた確認

民間機関による検査代行 

図-5.1.3 現行制度の運用改善方法
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制等を目指すものである。また、建物竣工後の運用・改修においても安全性等の性能確保、

適法性のチェックを視野に入れた環境（ストック）社会対応のシステムを指向している。

本方式を用いた具体的手続きの例を図-5.1.4 及び以下に示す。 
①建築確認をスケルトン

に関する確認 S とイン

フィルに関する確認 I

に分ける。確認 S と確

認 I は別個の確認とし

て扱う。 

②最初に確認 S を申請す

る。インフィルは確認

S 以降、設計が確定し

たところから順次確認

I として申請する。 

③確認 S に係る部分の工事完了後に完了検査 S を受けて「スケルトン検査済証（検査

済証 S）」を、確認 I に係る部分の工事完了後に内装完了検査 I を受けて「内装検査

済証（検査済証 I）」の交付を受ける。検査済証 S と検査済証 I の両方がそろった部

分から、順次使用が開始できる。 

④内装（インフィル）の確認 I、検査 I の合理化を図るため、建築主事、民間確認検

査機関による確認、検査のほか、ＮＹ市のような一定の有資格者（我が国では例え

ば「建築基準適合判定資格者」等の活用）の責任によるチェックも導入する。 
 

（３）人工地盤型を想定した段階的確認・検査方式の考え方の整理 

 上記（２）の考え方を応用し、人工地盤型における確認・検査を段階的に行う方式につ

いて検討を行い、その考え方を整理した。本方式の考え方は、人工地盤及び二次構造物か

らなる構造物の全体像（外形）を第一段階の確認（確認 S に相当）、個々の二次構造物を第

二段階の確認（確認 I に相当）として扱い、それぞれ確認 S,I に準ずるチェックを行うこ

とで、人工地盤上の二次構造物について部分的・段階的な対応を可能にしようとするもの

である。本方式の確認の考え方を以下に示す。 
①人工地盤及び将来建設される二次構造物からなる最終的な全体像をイメージした

「想定計画（仮称）」を策定し、これを一体の建物とみなして、周囲に影響を与える

事項（集団規定）のほか、構造物全体に関する基幹的な事項（単体規定のうち構造、

防火・避難等）を確認する（確認 S 相当）。 

②設計が確定し建設が行われる二次構造物について申請を行い、個々の二次構造物に

関する事項（単体規定）、及び確認 S での想定計画に当てはまるか（人工地盤上の相

隣関係等）の確認を受ける（確認 I 相当）。 

 また、第一段階の確認（確認 S に相当）においてチェックすることになる人工地盤の構

造安全性、防火・避難安全性に関して、具体的ケースを想定した検討を実施し、評価方法

としての基本的事項の整理を行った。 
 

図-5.1.4 段階的な確認・検査方式の流れ 

（消防同意）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥

［検査済証Ｓ］

［検査報告Ｉ１ ］［確認報告Ｉ１］

［検査報告Ｉ２ ］［確認報告Ｉ２］

［検査報告Ｉｎ ］［確認報告Ｉｎ］

確認 Ｓ 検査 Ｓ

確認 Ｉ１ 検査 Ｉ１

確認 Ｉ２ 検査 Ｉ２

確認 Ｉｎ 検査 Ｉｎ

ｽｹﾙﾄﾝ
設計
▽

ｲﾝﾌｨﾙ1設計

ｲﾝﾌｨﾙ2設計

ｽｹﾙﾄﾝ
完成
▽

ｲﾝﾌｨﾙn設計

建物全体
完成
▽

工事
着工
▽

ｲﾝﾌｨﾙ1完成

ｲﾝﾌｨﾙ2完成

ｲﾝﾌｨﾙn完成

［全体工事完了報告］
+
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図-5.1.6 区分地上権による所有形態

a

b 

c 
①

a 

c
② 

５．１．３ 人工地盤を用いた市街地整備のスタディ 

 成果目標「アーバンスケルトン及び二次構造物に係る所有・利用・管理方法」に関し、

現行制度で所有関係を規定しにくく複合度も高くなる人工地盤型を対象に、この方式を用

いて市街地整備を行う場合の仕組みについてスタディを行う。 

（１）二次構造物の段階的整備及び個別所有に関する区分所有の可能性と課題整理 

 人工地盤上において、二次構造物が段階的に整備され、かつ個別に所有されることを想

定し、こうした整備・所有の形態に関して現行制度上でどのように取り扱うことが可能で

あるかを検討し、課題整理を行った。既存の人工地盤事例の調査の結果、大半は公的主体

による一体的開発であること、区分所有法制定以前の事例（例えば、民有地の上に建設さ

れた坂出市人工土地など）では登記簿上権利関係が十分整理されていないことが確認され

た。また、人工地盤上に戸建て住宅を載せた形態で「戸建て集合」などと呼ばれる民間開

発事例では、全体を区分所有とした上で、管理規約により人工地盤上の戸建て部分の増改

築をルール化し、ルールの範囲内で個別に増改築を認めるものもみられた。 
上記のような現状も踏まえ、区分所有法に基

づく権利設定の可能性を検討した。人工地盤に

求められる要件、「人工地盤と二次構造物の分

離」「二次構造物の段階的開発と個別更新」を考

えると、図-5.1.5 のように人工地盤(1)と二次

構造物(2)、及びまだ二次構造物が建っていない

地盤上の空間の権利(3)が、別々に規定される必

要があるが、区分所有は壁に囲まれる空間を専

有部分として所有する仕組みであるため、二次

構造物の建設以前に人工地盤上の空間の利用権(3)を規定し、これを物権として流通させる

ことは出来ず、区分所有による限界が確認された。 
（２）区分地上権を応用した所有方式の検討 

 土地の一部である地下または空間の上下の範囲を定めた一部に地上権を設定する「区分

地上権」を用いて、人工地盤と二次構造物の所有関係を規定する方法を検討した。区分地

上権の利用事例調査からは、「地下鉄・高架道路など一定の公共性を持ち長期間安定して存

在する工作物に用いられるものであり、一般の建築物には適用しえない」とする議論もみ

られたが、法的な検討の結果、法文上は設定の目的や対象物についての規定はなく、建築

的利用を目的とした人工地盤にも応用可能であるとの解釈を得た。この他、人工地盤と二

次構造物を別々の建物として登記することの可否等に関する検討を行い、現行制度では困

難が予想されるものの、制度の一部変更や運用改善を期待した場合の想定として、対応の

方向性を整理した。 
 以上に基づき、区分地上権方式で想定する所有形態として、以下の２通りを提案的に整

理した。 

①地上の一定範囲(b)に設定された区分地上権

を得た主体が人工地盤を建設・所有、人工地

盤上の空間(c)は土地(a)上空の利用権とし

て地権者が保有し二次構造物を持つ。 

図-5.1.5 人工地盤による整備のイメージ

3 3 3

1

2 32 2 2 2

既成市街地（整備前） 人工地盤(1)の建設

二次構造物(2)の建設 全体の完成（整備後）

1 1
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②土地(a)所有者が人工地盤を建設し所有、人工地盤上の空間(c)に設定された区分地

上権を得た主体が二次構造物を建設・所有する。 

 

（３）新たな法制度に基づいた所有方式の提案 

 人工地盤のより複雑な形態やさらに複層化した立体基盤を考えれば、人工地盤と二次構

造物の権利を明確に分離する仕組みが必須となり、従来型の不動産関連の法体系では対応

が困難である。そこで、こうした形態に対する権利関係を合理的に整理するための、従来

とは異なる新たな法制度の必要性とその考え方を検討し、その主要部分を「立体基盤所有

法（仮称）」として提案的にとりまとめた。その骨子は次の通りである。 
①人工地盤（現在は工作物）を不動産登記の対象物とする 
②人工地盤に定着したものを一種の建物と認めて不動産登記の対象物とする 
③その建物が定着している人工地盤の部分を一種の敷地権の対象とする 

 

（４）人工地盤による市街地整備イメージの検討 

 人工地盤による市街地整備が想定される場面、及び事業の目的、対象となる地域を検討

し、表-5.1.1 に示す４タイプを設定して、区分地上権を用いた所有関係、事業プロセス、

関係者のメリットなどをそれぞれ整理した。道路と複合化する場合に関しては、現行制度

の下での可能性及び複合化する際の課題を具体的に検討した。 
これらのタイプを用いて、密集住宅地整備型に基づいた密集市街地の整備、及び駅前面

的開発型及び道路拡幅型に基づいた駅前商店街の整備についてケーススタディを行い、事

業後の空間像の設計、事業による効果の検討などを行った。 
 

表-5.1.1 人工地盤による市街地整備事業のイメージ 

①既存建物活用型  ②道路拡幅型  ③駅前面的開発型  ④密集住宅地整備型
既存の建物の屋上や人工地
盤・ペデストリアンデッキ
等の上部を利用して、新た
に二次構造物（住宅等）を
建設する  

拡幅が必要だが移転及び敷
地縮小が難しい地域で、既
存建物を人工地 盤上に上
げ、地盤下を利 用して歩
道・道路を拡幅する  

商店が並ぶ駅前で人工地盤
を建設、地盤下を既存の広
場・ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ等とつなぎ拡
大、地盤上は従前同様に商
業空間とする  

従前区画を反映させて地盤
上に戸建て住宅を建設。地
盤下には商業施 設や駐車
場、地域で不足する公共施
設を整備する  

 
 
 
 
 

   

 

人工地盤 

(既存建物) 

土地  

二次構造物  
区分  
地上権

二次  
構造物

土地

人工地盤 

区分  
地上権  

道路 土地

二次構造物
人工

地盤
駅舎

駅前広場

区分  
地上権

二次  
構造物  

人工地盤 

土地  

区分  
地上権
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５．２ リバース・モーゲージを活用した木造密集市街地の整備手法の開発 
市街地整備型ＲＭＳの基本概念を検討し、システムの構築を行った上で、融資可能額の

試算および居住者アンケート調査を行いながらその導入可能性を検討した。 
 

５．２．１ 市街地整備型ＲＭＳのモデル構築 
本研究で検討を行う市街地整備型ＲＭＳでは、高齢者の保有する相続の意思がない不動

産を建替え資金等に転換し、市街地整備事業と併せて老朽化ストックを更新するとともに、

高齢者の終身に渡る安定した居住継続性の確保を図ることを目的とする（図-5.2.1）。 

本システムは、建替え事業・市街地

整備事業を行う「市街地整備事業主体」、

資金を供給する「金融機関」、担保割れ

リスクをヘッジする「ＲＭ保険機構」、

そしてシステムをマネジメントする

「ＲＭＳ運用主体」の各主体の連携に

より構成される（一主体が複数機能を

担うことも考えられる）。各主体がシス

テム化することにより、個別に機能す

るよりもトータルとして次のようなメ

リットが得られる。 
 
○通常では評価額の低い（場合によってはゼロの）不動産が、市街地整備により接道・

整形化することで土地評価額が高まり、ＲＭ融資額が増える。 
○親子間で相続意向の低い高齢者の不動産を、建替え資金や生活資金として転換し、

生前に有効活用できる。 
○建替え資金が工面不可能な零細高齢地権者の住宅改善意欲が高まり、木造密集市街

地整備への合意形成が図られ、整備が円滑化する。 
○保険スキームの導入によりＲＭの担保割れリスクがヘッジされ、より多額の融資が

可能となる。 
○ＲＭと保険スキームの導入により、市街地整備後も持家もしくは終身居住権付き借

家に、終身にわたる継続居住が可能となる。 
○ＲＭの契約終了後、ＲＭＳ運用主体が所有権を取得した不動産は、競売によらずリ

フォームして賃貸・分譲に回せる。（高齢地権者の土地資産が流動化しやすくなる。） 
 
ＲＭが普及しているアメリカでは、国がＲＭの３大リスク（不動産価格下落リスク、金

利上昇リスク、長生きリスク）を 100％ヘッジする保険制度（ＦＨＡ保険）を創設してか

ら飛躍的に契約件数が増加した。我が国では、住宅金融公庫の高齢者向け返済特例制度に

対する高齢者住宅財団の債務保証制度があるが、本格的な保険制度ではない。そこで市街

地整備型ＲＭＳでは保険スキームの導入を検討した。 
図-5.2.2 は、市街地整備型ＲＭＳの不動産担保型における長生きリスクに対する保険ス

キームの考え方を示したものである。従後不動産評価額に一定の率をかけた額を融資限度

ＲＭＳ運用主体

市街地整備事業主体
（公共団体、ＮＰＯ、民間）

高齢地権者
自己

建替え
持地

担保（死亡時、
所有権移転）

建替え資金
融資、年金

金融機関 ＲＭ保険機構

資金調達 金利 保険料

市街地整備

持家市街地整備
による増価

・敷地整序
・道路拡幅
・共同化ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ
・公園整備 等

自己建替え
＜共同化＞

自己建替え
＜戸建て＞

リスク
補償

図-5.2.1 市街地整備型ＲＭＳの基本概念 
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額とする。契約当初の建替え

資金融資、定期的な生活資金

融資（累積）、累積融資額に対

する定期的な保険料と利息

（累積）の合計が融資限度額

を超えた場合（担保割れした

場合）に保険が適用される。

図-5.2.2 の契約者Ａは、契約

期間内に死亡し担保割れして

いないケースで、残存資産は

相続される。契約者Ｂは、契

約期間以上に長生きし担保割れが発生したケースで、契約期間を超えた時点では生活資金

融資は停止されるが、利子分については終身に渡り保険金から充当される。（本研究では、

一定規模の契約者数の確保を前提とし、保険収支が黒字（極力０）となることを制約条件

として、逆算により融資限度額を算出する方法を取っている。） 
 
５．２．２ シミュレーションによる融資可能額の試算 

シミュレーションは、図-5.2.3 に示すように、「保険スキーム適用タイプ」と「保険ス

キーム非適用タイプ」に分けて行う。さらに「保険スキーム適用タイプ」では、「不動産担

保型」と「不動産売却型」の２種類に分けて試算を行う。 

 「保険スキーム適用タイプ」では、保険スキームが適用されることにより、契約期間内

に担保割れが生じた場合には、保険金が支払われることにより契約者の受取額が保証され

る。融資額の設定については、建替え資金等として融資額の率を一定とし、不動産評価額

に応じて融資額が異なるタイプである。 

 ただし、保険スキームを成立させるには、相当数の契約者数と保険機能を担う主体が必

要となるため、当面において現実性の高い「保険スキーム非適用タイプ」の検討も行うこ

ととする。「保険スキーム非適用タイプ」とは、保険スキームを適用することなく、契約者

の平均余命年数で自己不動産をすべて使い尽くす（融資限度額＝余命年数分の元利金）タ

イプである。すなわち、契約者が所有する不動産評価額と契約時の年齢に応じて融資額が

異なることになる。 

図-5.2.2 不動産担保型における保険スキーム 

・担保割れ保険適用

・不動産評価額に応じ融資額が異なる（定率制）

・担保割れ保険適用なし

・不動産評価額及び契約年数に応じて融資額が異なる

・高齢地権者が所有する不動産を担保として、建替
え費用等の住宅改善資金及び生活資金を融資

・高齢地権者が所有する不動産を買い取り、その代
金を生活資金や従後の家賃として月々支払う

保険スキーム適用タイプ 不動産担保型

不動産売却型保険スキーム非適用タイプ

図-5.2.3 市街地整備型ＲＭＳにおける保険スキーム 
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（１）「保険スキーム適用タイプ」によるシミュレーション 
不動産担保型、不動産売却型の両者において、オペレーションコスト（ＲＭＳ運用主体

の事業費）を 0％及び 25％とした場合と、オペレーションコストを 25％に固定して「契 
約者死亡時の残存価値の帰属」、「建物残存価値の評価額」を変えた場合について、住宅改

善資金融資額（不動産担保型の場合）、月々の生活費融資額（不動産売却型の場合）につい

て試算を行った。 
表-5.2.1 の「結果」に示した融資額（支払い額）とは、不動産担保型では、契約期間と

して設定した 20 年間において住宅改善資金として一括融資が可能な額を示している（な

お、契約期間 20 年間以上の長生きをした契約者については、融資は停止となるが、月々

発生する利子分については、保険が適用されることになる）。不動産売却型については、存

命中に支払いが保証される月額（終身保証、主に家賃を想定）を示している。 
試算の結果から、不動産担保型では、評価額が 1,800 万円の土地を担保とした場合では、

住宅改善資金としては 900 万円台の融資金（不動産評価額×80％×約 65％）を、不動産

売却型では、同土地を売却することにより、月８万円台の受取りが期待できることになる。 

 
（注１）不動産担保型 不動産担保型とは契約者の不動産（従後）を担保に、住宅改善費用及び生活資金の融資を

行うものである。融資した元金及び利子については、不動産の売却等により元利一括により回収を行う。 
（注２）不動産売却型 不動産売却型とは契約者の不動産をＲＭＳ運用主体が契約当初に（従後評価額で）買い取

り、その代金をもって、主に契約者の従後の家賃との相殺を図るものである。 
（注３）建物残存価値の評価 再調達価格×現価率で考える。 

・再調達価格：６６４万円（延床面積 80 ㎡、新築建物価格認定基準（東京都）：8.3 万円/㎡） 
・現価率：０.２（流通耐用年数と経過年数を加味した現価率表を見ると、築２０年の木造住宅では、

概ね 0.1～0.3 である） 
・建物残存価値評価額（経過年数２０年）：１３０万円（６６４万円×０.２） 

（注４）住宅改善資金融資限度率 住宅改善費用等の一時費用として融資できる金額の、融資限度額（不動産評価

額×80％）に対する率 

（注５）生活費支払額率 月々の生活資金として融資できる金額の、融資限度額（不動産評価額×80％）にから前

払い保険料を控除した額に対する率 

 

（２）「保険スキーム非適用タイプ」によるシミュレーション 

（１）の保険スキームを活用したシミュレーションでは、契約者の長生きリスク等の担

保割れリスクを保険スキームによってカバーすることを想定しており、一定規模の契約者

条  件 結  果 

オペレーシ
ョンコスト 

契約者死亡時の 
残存価値の帰属 

建物残存価値 
の評価額（注３）

住宅改善資金 
融資額率（注４）

モデルケース（土地評価
額１８００万円）での住
宅改善資金融資額 

0％ 相続人 ゼロ 約６５％ 約９３６万円 

25％ 相続人 ゼロ 約６４％ 約９２２万円 

25％ ＲＭＳ運用主体  ゼロ 約６５％ 約９３６万円 

25％ 相続人 １３０万円 約６４％ 約９８８万円 

不

動

産

担

保

型 
(注１) 

25％ ＲＭＳ運用主体 １３０万円 約６５％ 約１,００３万円 

条  件 結  果 

オペレーシ
ョンコスト 

契約者死亡時の 
残存価値の帰属 

建物残存価値 
の評価額（注３）

生活費 
支払額率（注５）

モデルケース（不動産評
価額１８００万円）での
生活費受取額 

0％ 相続人 ゼロ 約０.４７％ 約８.０万円/月 

25％ 相続人 ゼロ 約０.４５％ 約７.８万円/月 

25％ ＲＭＳ運用主体 ゼロ 約０.４９％ 約８.４万円/月 

25％ 相続人 １３０万円 約０.４５％ 約８.３万円/月 

不

動

産

売

却

型 
(注２) 

25％ ＲＭＳ運用主体 １３０万円 約０.４９％ 約９.０万円/月 

表-5.2.1 多様なケースにおけるシミュレーション結果 
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数の確保を前提としている。しかし、契約者数が限られる現時点では、地方公共団体等の

公的機関が主体となり、公的主体がある程度担保割れリスクを負うものの、公的な面整備

の促進に効果がある防災街区整備事業等の公共性の高い事業について、個々のケースでＲ

Ｍの適用を行っていくことが現実的である。 

そこで、等価交換方式の共同建替え事業において事業推進の隘路となっている零細な従

前権利者対策として、保険スキームの導入なしにＲＭを適用するモデルを想定し、従前資

産額と契約者年齢に応じた融資可能額を試算することによって、ＲＭの活用が効果的であ

ると考えられる権利者層の絞り込みを行う。 

１）「保険スキーム非適用タイプ」の基本概念 

密集市街地内で実施される等価交換方式の共同建替え事業において、従後に必要な住宅

床面積を取得するには従前権利だけでは資金が不足し、かつ手持ち資金はなるべく生活資

金に残しておきたいとする零細高齢権利者を対象に、不足資金について従後の（増し床後

の）住宅資産を担保としてＲＭ融資を行う。従前住宅の権利形態については持地・持家と

借地・持家の２通り、従後住宅の権利形態については、所有権住宅（共同住宅の床＋土地

共有持ち分）と定期借地権付き住宅（共同住宅の床＋定期借地権持ち分）の２通りを考え

る（図-5.2.4）。 

契約期間は契約者の年齢に応じ

た平均余命期間とし、契約期間終

了時または契約者死亡時に、契約

者又は相続人が担保となった住宅

の処分等により借入金を一括返済

する。契約期間終了後も、契約者

又は相続人が借入金全額を現金で

返済し引き続き住宅を所有する、

あるいは家賃を支払うことにより、

継続居住する選択肢も可能とする。 
 
２）試算の条件設定 

本シミュレーションでは、契約者の従前権利価格別、および契約者の年齢別に、当初の

一時金としての融資可能額を試算し、融資可能額により住宅取得不足金（従後住宅取得額

－従前権利価格）を補えるかどうかのチェックを行う。次のような前提条件を設定した。 
 

①従前資産  ・土地の所有権価格又は借地権価格（所有権価格の 60％） 
       ・土地の単価は 40 万円／㎡と 30 万円／㎡の２ケース 
②事業条件  ・従後容積率は 200％とする 
       ・事業費単価は 20 万円／㎡とする（共同化補助金 20％見込み後） 
③従後資産  ・事業による地価の増進を考えないとともに、将来の市街地整備の進行により地価の

下落もないものと想定する 
       ・必要床面積は 55 ㎡（２人世帯の都市居住型誘導居住水準）とする 
       ・定期借地権付き住宅（定期借地期間 50 年）の価格は、同面積の所有権住宅価格の

60％とする 
④担保評価額 【所有権住宅型】 
       ・契約期間（平均余命）終了時点における減価償却（※）を考慮した建物価格＋土地

の共有持ち分価格  ※経済的耐用年数 40 年で残存価格 10％の定額法による減価

図-5.2.4 「保険スキーム非適用タイプ」 

における権利変換の考え方 

（従前権利） （従後権利）

土地所有権

借地権

＜所有権住宅＞
共同住宅の床＋土地共有持ち分

＜定期借地権付き住宅＞
共同住宅の床＋定期借地権持ち分

「権利変換＋増し床」
又は近接地への住み替え

※不足資金について従後の住宅資産を担保としてＲＭ融資を受ける。
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償却 
       【定期借地権付き住宅型】 
       ・定期借地期間を 50 年として契約期間（平均余命）年数を引いた年数分を賃貸運用

した場合の純収益（月額賃料 0.17 万円 /㎡、経費率 43.8％、割引率５％とした、ＤＣ

Ｆ法による収益還元計算による） 
⑤融資限度額 ・担保評価額の 80％を、利息支払い分（単利で年３％）を考慮し割り戻した額とする

（例えば、契約期間 20 年の場合、融資限度額＝担保評価額×0.8÷(1＋0.03×20)と
なる） 

⑥建物管理費 ・共同住宅への入居による新たな経費負担増（管理費、修繕積立金等）は自己負担と

する（融資可能額に余裕があればＲＭにより融資することも考えられる） 
３）試算結果 

従後の権利形態が所有権住宅で、地価が 40 万円／㎡の場合の試算結果を表-5.2.2 およ

び図-5.2.5 に示す。 
取得する床面積 55 ㎡の所有権住宅の評価額は 2,200 万円である。例えば、契約時年齢

65 歳の場合、床面積 55 ㎡の所有権住宅を担保にＲＭによって受けられる融資額は 787 万

円である。従って、従前資産の評価額が 1,413 万円（敷地面積に換算して、持地の場合 35.3
㎡、借地の場合 58.9 ㎡）以上であれば、ＲＭを利用して自己資金の持ち出しなく床面積

55 ㎡の所有権住宅を取得することが可能である。 

従前敷地面積
（持地） （借地） （持地） （借地）

60歳 1,520万円 38.0㎡ 63.3㎡ 680万円 
65歳 1,413万円 35.3㎡ 58.9㎡ 787万円 
70歳 1,294万円 32.4㎡ 53.9㎡ 906万円 
75歳 1,163万円 29.1㎡ 48.4㎡ 1,037万円 
80歳 1,024万円 25.6㎡ 42.7㎡ 1,176万円 
85歳 890万円 22.2㎡ 37.1㎡ 1,310万円 
90歳 771万円 19.3㎡ 32.1㎡ 1,429万円 

2,200万円 55.0㎡ 91.7㎡ 

契約時年齢

ＲＭ融資により増し床負担金を捻出し、55㎡
の床面積を確保するのに必要な従前資産 ＲＭ融資額

(増し床分)

従後評価額
※床面積55㎡
の所有権住宅

の評価額

ＲＭ融資を受けることなく、
55㎡の床面積を確保する
のに必要な従前敷地面積

従前評価額

表-5.2.2 ＲＭ融資で従後床面積 55 ㎡の確保に必要な従前資産 

（従後所有権住宅、地価 40 万円／㎡のケース） 

図-5.2.5 「保険スキーム非適用タイプ」利用対象者層の抽出 

（従後所有権住宅、地価 40 万円／㎡のケース） 
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 従前資産の評価額が 2,200 万円（敷地面積に換算して、持地の場合 55.0 ㎡、借地の場合

91.7 ㎡）以上であれば、ＲＭ融資を受けたり自己資金の持ち出しをすることなく等価交換

のみで床面積 55 ㎡の所有権住宅（2,200 万円）が確保可能となる。 
従前資産の評価額が 1,413 万円未満の場合は、従後床面積 55 ㎡の確保のためには自己

資金を持ち出すか、あるいは従後床面積を 55 ㎡よりも引き下げる必要がある。 
従後住宅の所有形態と地価の組み合わせによる４ケースの試算結果から、従後床面積 55

㎡の確保に不足する資金をＲＭ融資によって捻出可能な従前資産の範囲（すなわち市街地

整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ）の利用対象層）を示したものが図-5.2.6～図

-5.2.8 である。図-5.2.6 は従前の土地評価額による範囲を示しており、図-5.2.7、図-5.2.8

は、それを従前の土地評価額を敷地面積（持地、借地）に換算したものである。 
 

図-5.2.6 市街地整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ） 
の適用が見込まれる従前土地評価額の範囲 

図-5.2.7 市街地整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ） 
の適用が見込まれる従前敷地面積（持地）の範囲 

図-5.2.8 市街地整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ） 
の適用が見込まれる従前敷地面積（借地）の範囲 
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例えば契約時年齢が 65 歳の場合、1,300～1,400 万円程度（持地で約 40 ㎡、借地で 60
～70 ㎡程度）の不動産資産であっても、ＲＭの利用により、住み慣れた土地に立ち防災安

全性の高い 2,000～2,200 万円程度の床面積 55 ㎡の所有権マンションに概ね終身居住し続

けることができる。また、700～900 万円程度（持地で約 20 ㎡、借地で約 40 ㎡）の不動

産資産であっても、1,200～1,300 万円程度の床面積 55 ㎡の定期借地権付きマンションに

概ね終身居住し続けることができる。 
 
５．２．３ 市街地整備型ＲＭＳの潜在的需要の把握 

５．２．２の試算結果から抽出された市街地整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ）

の利用が見込まれる地権者層が、実際の密集市街地の中にどの程度存在し、また対象層の

うちどの程度が建替え時のＲＭ利用に

関心を抱いているかを把握するため、

東京都中野区Ａ地区の一戸建て持家住

宅の世帯主を対象にアンケート調査を

実施した（1,230 世帯対象、回収率

51.7％）。図-5.2.9 によれば、同地区

では高齢期に経済的に不安に感じる費

目として、世帯主の 37.6％が住宅改善

費用を挙げている。 
表-5.2.3 は、アンケート調査から得られた敷地規模とＲＭ利用意向の関係を、図-5.2.7

～図-5.2.8 から分類した従後床面積 55 ㎡の確保可能性による地権者属性毎に集計し直し

たものである。調査地区近辺の相場から、地価は 40 万円／㎡と設定した。（アンケート調

査という制約上、建替え後の住宅形式を特定せずにＲＭの利用意向を尋ねているため、そ

のまま共同建替えを条件とする、市街地整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ）の利

用意向とすることには注意を要する。） 

28.9

56.5

41.0

5.1

6.9

37.6

3.4

1.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

日常の生活費

医療費

介護費用

葬式費用

住宅費用（家賃や地代）

住宅改善費用（建て替えや修繕費用）

教養娯楽費

その他

図-5.2.9 高齢期に経済的に不安に感じる費目 

（東京都中野区Ａ地区、複数回答） 

表-5.2.3 従後床面積 55 ㎡の確保可能性（従前資産額）による地権者属性の分類と 

アンケート調査によるリバース・モーゲージ利用意向の関係 

①持地から所有権住宅を取得する場合 ③借地から所有権住宅を取得する場合

アンケートによるＲＭ利用意向 アンケートによるＲＭ利用意向

利用したい,
条件によっては

利用したい
利用したくない

利用したい,
条件によっては

利用したい
利用したくない

102 125 227 17 17 34
(44.9%) (55.1%) (84.4%) (50.0%) (50.0%) (52.3%)

18 15 33 11 14 25
(54.5%) (45.5%) (12.3%) (44.0%) (56.0%) (38.5%)

2 7 9 5 1 6
(22.2%) (77.8%) (3.3%) (83.3%) (16.7%) (9.2%)

122 147 269 33 32 65
(45.4%) (54.6%) (100.0%) (50.8%) (49.2%) (100.0%)

②持地から定期借地権付き住宅を取得する場合 ④借地から定期借地権付き住宅を取得する場合

アンケートによるＲＭ利用意向 アンケートによるＲＭ利用意向

利用したい,
条件によっては

利用したい
利用したくない

利用したい,
条件によっては

利用したい
利用したくない

120 140 260 27 28 55
(46.2%) (53.8%) (96.7%) (49.1%) (50.9%) (84.6%)

2 7 9 5 2 7
(22.2%) (77.8%) (3.3%) (71.4%) (28.6%) (10.8%)

0 0 0 1 2 3
(－) (－) (0.0%) (33.3%) (66.7%) (4.6%)
122 147 269 33 32 65

(45.4%) (54.6%) (100.0%) (50.8%) (49.2%) (100.0%)
全　体

全　体

借金不要層

ＲＭ対象層

持出必要層

ＲＭ対象層

持出必要層

全　体

従後床面積55㎡の
確保可能性による
地権者属性の分類

全　体

従後床面積55㎡の
確保可能性による
地権者属性の分類

全　体

借金不要層

全　体

従後床面積55㎡の
確保可能性による
地権者属性の分類

全　体

借金不要層

従後床面積55㎡の
確保可能性による
地権者属性の分類

借金不要層

持出必要層

ＲＭ対象層

持出必要層

全　体

ＲＭ対象層
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 持地から所有権住宅を取得する場合では、ＲＭ対象層は 12.3％存在し、そのうちＲＭ利

用意向世帯は 54.5％を占めている。持地から定期借地権付き住宅を取得する場合では、Ｒ

Ｍ対象層もその中のＲＭ利用意向世帯も少ない。借地から所有権住宅を取得する場合では、

ＲＭ対象層は 38.5％と最も高く、そのうちの 44.0％がＲＭ利用意向世帯である。借地から

定期借地権付き住宅を取得する場合では、ＲＭ対象層は 10.8％と高くないが、このうちの

ＲＭ利用意向世帯の割合は 71.4％と最も高い。 
以上より、市街地整備型ＲＭＳ（保険スキーム非適用タイプ）の効果は借地権者に対し

て大きいことが推測されるが、持地から所有権住宅を取得する場合のＲＭ対象層や、等価

交換で従後床面積 55 ㎡が確保可能な借金不要層においても約半数がＲＭ利用意向世帯で

あることから、ＲＭ利用対象者の範囲の拡大により政策効果が高まることも考えられる。 
 
５．２．４ まとめ 

本研究では、高齢者の生活安定に配慮しつつ建替え等の密集市街地整備の円滑化を図る

市街地整備型ＲＭＳを提案し、融資可能額の試算および居住者アンケート調査を行い導入

可能性を検討した。密集市街地整備でのＲＭの活用は、住宅改善資金が不足する高齢者に

とって選択肢が増える点で事業推進に一定の効果があると推察される。契約者数が限られ

る現時点では、零細権利者を対象とした共同建替え事業における「保険スキーム非適用タ

イプ」が現実的であると考えられるが、将来的に密集市街地で本システムを本格的に展開

するには、アメリカのＦＨＡ保険のような保険制度の導入やリバース・モーゲージ債権の

証券化・流動化によるリスク回避が不可欠である。 
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５．３ 都市構造の評価 
５．３．１ 都市構造のコンパクト化概念の整理 

（１） コンパクトシティと持続可能性 

コンパクトシティといった場合に、空間形態的にコンパクトな都市という意味で用いら

れる場合と、持続可能な都市という意味で用いられる場合がある。1973 年に Dantzig と 

Saarty により提唱されたコンパクトシティは、高集積・高効率な自立都市を実現しよう

というものであった。その後コンパクトシティの概念は拡張され、現在は持続可能な都市

を実現するための都市形態としてコンパクトシティが取り上げられる事が多い。持続可能

性を大きく分類すると、①環境的持続可能性、②経済的持続可能性、③社会的持続可能性

があると言われている。環境的持続可能性については既に様々な研究蓄積があるが、社会

的及び経済的持続可能性については国内における研究蓄積が少ないことから、本研究では

社会経済的変化の中での持続可能性に主眼を置いて研究を実施した。 

 

（２） 持続可能な都市整備手法の必要性 

日本の都市をとりまく社会経済状況の変化（人口減少、少子高齢、経済安定成長）に対

して持続可能で、次世代に継承できる都市整備を行う上で考慮すべき要素について以下の

ように整理した。 

①建物用途の需給のミスマッチの解消を容易にする整備手法の必要性 

いわゆる団塊の世代が独立して世帯を構える時期には、住宅不足が深刻化し特に大

都市郊外部において大規模なニュータウン建設等によって住宅が大量供給され、同時

に小・中学校等の学校建設が盛んに行われた。しかし、近年の出生率の低下に伴い、

かつての新興市街地や都市周辺においても児童・生徒数は激減して学校余りの状況と

なり学校の統廃合が進み、残された学校も空き教室の有効利用方策が検討されている

状況である。学校余りの状況の一方で、今後は高齢者が増加することから、高齢者福

祉施設の建設が必要とされている。 

人間のライフステージにおいて、学校が必要な時期もあれば、労働する場所が必要

な時期や介護施設が必要な時期もあるなど、時間経過に伴って必要な施設が異なって

くる。人口の自然増減および社会増減が安定的で地域の人口がほぼ一定であれば、需

要と供給は安定的に均衡する。しかし、近年のように出生率の低下が継続する状況下

で、都心回帰や郊外志向といった人口移動の動静を見極めなければ、今後ますます公

共施設や住宅等の建物需要と供給のミスマッチが拡大すると予想される。更に、人口

減少の状況下では、建築した当時よりも少ない人口で社会資本ストックを維持してい

く必要が生じることから、社会資本ストックの有効活用は必須となる。 

このような状況下において、本プロジェクト研究で提案するアーバンスケルトン方

式は SI 建築をベースとしていることから建物の床用途転換が容易であり、社会経済

状況の変化にあわせて漸進的に整備を行うことが出来る点で極めて有効なシステム

と考えられる。 

②既存の社会資本ストックを有効活用する整備手法の必要性 

人口減少期においては、中心市街地の道路、上下水道、公共施設等の既存ストック

や就労・文化・教養等の環境を有効活用することが求められる。そのためには、都心

18



周辺や中心市街地に立地する密集市街地を防災性や居住環境の改善に配慮しつつ再

整備することが、次世代に継承出来る良好なストックを形成する上で効率的である。

その支援ツールの一つとして、本プロジェクト研究で提案する密集市街地整備型リ

バース・モーゲージ・システムは有効であると考えられる。 

③長期的社会経済状況の変化を考慮した市街地整備評価手法の必要性 

現時点における住民の便益を計測するための手法に関しては、様々な研究蓄積が見

られるが、次世代にとっての費用や便益を考慮した市街地整備の評価手法については

研究の蓄積があまり見られない（現在の手法は現在の便益がプロジェクト期間中継続

し、かつ費用はプロジェクト期間中に返済するというものであって、次世代の価値判

断基準が現在と変わらない事を前提としている）。そこで、事業の費用と便益を評価

する体系の一つとして長期的な社会経済状況の変化を考慮した事業評価手法につい

て検討する必要性がある。また、長期的な社会経済状況の変化を予測するためには、

その予測に必要となる基礎的データのパネルデータをストックし続ける仕組みが必

要となる。 

現在の便益計算手法の主流である代替法、CVM、トラベルコスト法、ヘドニックア

プローチはいずれも現時点の住民の価値判断に依拠したものであるため、価値判断の

基準が変化すれば評価も異なったものとなる可能性がある。そこで、様々な価値判断

の体系の変化に対応すべく、客観的なインパクトの値を予測するための手法とそれを

支えるデータ基盤整備の仕組みが求められる。 

 

５．３．２ 都市構造の現状把握手法の開発 

（１）人口分布に着目した指標の開発 

都市構造と言った場合、その指し示すものは多岐に渡り捉え方も多種多様である。「「密

度」「配置」「動き」の三つの概念を通じて都市を分析し，綜合すること」（高山英華学位論

文）が「都市計画技術上の常套手段」であり、都市の構造を把握する上でも「密度・配置・

動き」を捉えることが基本と考えられる。都市施設の配置や道路ネットワークに関する定

量的分析手法や指標についてはこれまで様々な研究の蓄積があり、それらの分析には人口

の空間的分布が基本的データとして重要な役割を果たしている。逆に言えば、都市の骨格

を形作る都市施設の配置及び道路や上下水道をはじめとするインフラストラクチャーは人

口（夜間人口および昼間人口）の空間的分布とその流動によって決定されているともいえ

る。事実、都市の活動量を示す様々な指標が人口密度と高い相関を示すことが過去の研究

から知られている。 

このように、都市構造を把握する上で基本となる人口の空間的分布であるが、それを捉

える指標は市域全体での人口密度や DID 人口密度等に限られており、中心市街地の空洞化

が問題視される中、空洞化を客観的かつ視覚的に示す指標がこれまでなかった。これらの

ことから、都市構造を示す根元的指標として人口の空間的分布に着目し、中心市街地の夜

間人口および昼間人口（ここでは従業者数）が都市の中心に集中しているか、分散してい

るかを定量的に把握する指標として、人口分布のコンパクト性指標を提案した。 

 

（２）人口分布に関するコンパクト性評価指標の定義 
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昼間人口および夜間人口の空間的分布のデータとして、国勢調査と事業所・企業統計調

査の小地域統計やメッシュデータと対象地域の数値地図データをＧＩＳ上で重ね合わせる

ことでコンパクト性指標を新たに開発した。具体のコンパクト性指標の定義は次の通りで

ある。市街地の中心（中心の設定方法は様々であるが、ここでは割愛する）から半径 x ｍ

の円を描き、その中に含まれる面積が市域全体に占める割合を s(x)、同じく半径 x ｍの円

の中に含まれる人口が市の全人口に占める割合を f (x)とおき、市域全体をちょうど含む円

の半径を R ｍとおくと、コンパクト性指標 CI を、 

100d))(1(d))()((
00

×−÷−= ∫∫
RR

xxsxxsxfCI  

と定義する。これは、図-5.3.1 の右図において、(B)の部分の面積を(A)の部分の面積で割っ

た値に相当するものである。なお、青森のように都市地域の面積が大きく、実際に人が住

んでいる地域の面積との差が激しい場合にはコンパクト性指標の数値が高くなる性質があ

るため、都市全域ではなく、半径 r ｍまでを対象として計算した値を使用する場合もある。 

指標値は-100 から 100 までの値をとり、中心市街地に人口が集中しているほど高い数値

を示し、0 の場合には、都市内の人口密度が均一であることを示し、-100 に近いほど人口

のスプロールが進行している状況を示している。 

具体の指標の算出は国勢調査、事業所・企業統計調査の小地域統計やメッシュデータ等

と対象地域の数値地図データをＧＩＳ上で重ね合わせ処理した後に、その結果を数値計算

ソフトウェアで処理している。これは、詳細なデータ整備に加え、ＧＩＳと数値計算の双

方に精通した専門的作業が必要であることから、全市町村で計算することは容易ではない

ため、ケーススタディ都市において指標を算出した。ケーススタディ都市は、およそ人口

２０万人から５０万人までの１１都市（新潟市、姫路市、倉敷市、奈良市、豊橋市、長野

市、青森市、水戸市、高崎市、久留米市、呉市）とし、昭和４５年から平成１２年までの

国勢調査データと昭和５０年から平成１３年までの事業所・企業統計データを用いて算出

した。各都市のコンパクト性指標を算出した結果の一部を表-5.3.1 に示す。なお、中心か

らの距離を 3km、5km で打ち切って計算した値も併せて示す。データは平成 12 年国勢調査

および平成 13 年事業所・企業統計調査結果を使用した。 

 

 

図-5.3.1 コンパクト性指標の作成方法（青森市の例） 
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（３）コンパクト性評価指標と行政コストとの関連分析 

都市のコンパクト性が高まることによって行政サービスの効率性が高まり、結果として

１人あたりコストが低下することが期待される。例えば、下水道のコストなどは低下が予

測される項目である。そこで、上記（１）で提案したコンパクト性指標とケーススタディ

都市（11 都市）における決算書に基づく行政コスト（歳出額）との相関分析を行った結果、

下水道費については相関係数が-0.93 という高い相関を示し、コンパクト性が高まるにつ

れて１人あたりの下水道費が下がるという関連が示された（図-5.3.2）。 

 

図-5.3.2 下水道費との関連 

 

他にも、一部の行政支出費目についてはコンパクト性が高まるほど支出が低くなるとい

う関係性が明らかになった（図-5.3.3）。 
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表-5.3.1 各都市のコンパクト性指標 

人口 従業者数 人口 従業者数 人口 従業者数

青森市 71.0 59.4 40.5 43.5 19.8 30.6
水戸市 40.6 63.9 24.5 52.6 12.1 38.5
高崎市 23.0 45.5 19.6 41.7 10.8 30.8
呉市 32.0 55.0 23.3 47.0 18.0 42.5
久留米市 41.0 63.7 25.4 45.2 15.0 37.9
新潟市 43.4 64.4 19.2 42.4 10.4 25.3
長野市 51.7 71.9 28.5 54.4 14.5 39.8
豊橋市 50.0 66.0 27.9 47.1 12.7 31.7
姫路市 36.5 59.1 16.2 41.7 6.2 27.7
奈良市 15.5 44.2 12.6 40.2 6.1 28.7
倉敷市 15.1 31.1 10.5 22.7 5.2 16.3

市全域 5km圏 3km圏
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図－5.3.3 コンパクト性指標と行政コストとの関連 

 

５．３．３ 都市のコンパクト化に係る事業評価手法の開発 

（１）既存の事業評価手法を応用したコンパクトシティ化施策の評価 

現在行われている公共事業の評価では、直接的な事業の収支分析だけではなく、事業の

間接的な効果・影響まで含めた費用便益分析が行われている。社会経済的な波及効果を測

定する手法としては、代替法、CVM、トラベルコスト法、ヘドニックアプローチ、原単位法

などがあるが、再開発事業や区画整理事業においてはヘドニックアプローチが用いられて

いる。しかし、人口減少期に入ると、都市域内では開発のインパクトをより詳細に捉える

必要があるため、従来の評価手法の拡張が必要となる。例えば、単独の事業が都市構造全

体に与えるインパクトはさほど大きくない事が予想されるが、複数の整備事業の組み合わ

せによる相乗効果によってより大きなインパクトが得られると期待される。そのため、事

業の相乗効果を反映出来るように評価手法を拡張することが求められており、そのための

基礎資料を提供する上で、事業による都市構造の変化を把握するための詳細なデータベー

ス整備が重要である。そこで、ヘドニックアプローチにおける地価関数の推定だけでなく、

他の評価手法でも使用できるデータベースの構築を提案する。なお、本研究では仮想の市

街地における評価の理論モデルの構築に止まっているため、今後実際の都市で分析を行う

事が必要である。 

 

（２）面的整備事業のインパクト分析手法 

再開発事業等の面的整備事業が都市構造に与えるインパクトを分析するためには、事業

によって都市構造がどのように変化するか定量的に把握するために、都市構造に関連し

た様々なデータを収集したデータベースを構築する必要がある。そこで、ヘドニックアプ

ローチで費用便益分析を実施する際に用いられるエリア評価データベースを拡張し、

他の分析手法のインプットデータとしても利用する方法を提案する。エリア評価データ

ベースを構築し、当該エリアの地価データとの関連を分析することによって、地価関数の

推定が可能となれば、ヘドニックアプローチが適用出来る。しかし、地価関数の推定の際

に、重要であると思われながらも統計的有意性から評価項目（説明変数）が削除されてし

まう場合がある。そこで、便益の二重計測の危惧はあるものの、重要と思われる評価項目

１人あたり幼稚園費との関連  １人あたり保健衛生費との関連  
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については、ヘドニックアプローチ以外の方法で別途その便益を評価しておくことも考え

られる。 

ヘドニックアプローチでは、before－after 分析ではなく、with-without 分析を原則と

するため、特定の一時点の地価データのみを利用する。しかし、地方によっては分析に必

要な十分な数の地価データが得られない場合があることから、データを時系列で整備し、

地価のマクロ経済的変動要因等による影響を取り除いて分析に利用することが必要となる。 

種種のデータを時系列で整備することによって、都市構造の変化が地価に与える影響の

変化についても分析することが期待される。 

このように、エリア評価データベースは現時点での便益評価に使用するだけでなく、将

来の費用便益分析のための基礎データとして活用出来ることから、時系列データとして整

備していくことが期待される。また、エリア評価データは既存統計データだけでは整備で

きないものであるため、今後はデータベース整備のための仕組み作りについても検討を行

う必要がある。 

 

（３）エリア評価データベースの提案 

都市構造を把握するためのエリア評価データは、街区や町丁目単位で把握すること

ができる悉皆性の高いデータとする必要がある。また、社会的持続可能性を考慮する

場合、住民の利便性や快適性など「生活の質」に関連したデータを取得する必要があ

る。以下にエリア評価データとして整備することが考えられる代表的な３つの項目の

概要を示す。 

1）アクセシビリティ・データ 

• エリアの到達利便性を表す指標。買い物利便性、就業利便性、公共サービス利便性

など。 

• アクセスが公共交通利用による場合と、自家用車による場合、徒歩による場合など

の分類を行う。 

2）アメニティ・データ 

• エリアの快適性を表す指標。 

• 緑被率などの定量データと、居住者アンケートによる定性分析データから作成する。 

3）アクティビティ・データ 

• エリアにおける人や企業等の状態、活動状況を表す指標。 

• PT 調査や交通センサスデータをもとに加工、作成する。 

• 電力契約データ、電力消費データ等の独自データに加え、指定統計データをもとに

分析、作成する。 

エリア評価データを用いることで、地点特性だけでなく、買い物利便性などの利便

性や快適性についても定量的に把握することができ、かつ、対象都市内で市街地再開

発事業などの面的整備事業が行われたときに周辺のエリア評価データがどの程度変化

するかも把握することができる。 

なるべく細かな単位でデータを収集することが望ましいが、データによっては土地

（画地）毎に上記の定量指標を収集することが困難な場合も予想されるため、町丁目

単位で収集することが考えられる。なお、エリア評価データベースは、評価対象エリ
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ア（例えばひとつの町丁目等を単位とする）をひとつのレコードとし、アクセシビリ

ティ、アクティビティ、アメニティに関わる複数のフィールドから構成されるデータ

ベースとなる。 

 
 
 
６ 研究実施体制 

 

 

 

都市研究部 

住宅研究部 

建築研究部
総合技術政策研究 

センター

［大 学］ 

［民間企業］ 

［専門家・団体］

独立行政法人 

都市再生機構 

国土技術政策総合研究所 

住宅金融公庫 
独立行政法人

建築研究所 

鹿島建設(株) 
大成建設(株) 
三井住友建設(株) 
(株)オフィスビル総合

研究所 
(株)価値総合研究所 

筑波大学 
東京工業大学 
小樽商科大学 
千葉大学 
早稲田大学 
大妻女子大学 

(財)計量計画研究所 
(社)全国市街地再開発

協会 
(社)新都市ハウジング

協会 
(財)日本建築防災協会 
(社)建築研究振興協会 
日本建築行政会議 
(株)C-まち計画室 

国土交通本省 
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